
札幌圏都市計画再開発地区計画の変更（札幌市決定） 【 決 定 番 号 第 ７ 号 】

決 定 平 成 ８ 年 ３ 月 15日 （ 告 示 第 206号 ）

都市計画学園前駅周辺地区再開発地区計画を 変 更 平 成 13年 ２ 月 22日 （ 告 示 第 174号 ）

次のように変更する。

１ 再開発地区計画の方針

名 称 学園前駅周辺地区再開発地区計画

位 置 札幌市豊平区豊平６条６丁目の一部

区 域 計画図表示のとおり

面 積 約 ３．２ ha

区 再開発地区 当地区は，本市の都心部より南東約２㎞に位置し，地下鉄東豊線の学園前駅に面す

域 計画の目標 る地区である。

の 当地区を含む周辺地域は，第４次札幌市長期総合計画において高度利用住宅地とし

整 て位置づけられ，その中でも特に居住誘導の必要性が高い「居住促進ゾーン」とされ

備 ている。また，都市再開発方針においては，「２号地区」の指定を行っており，一体

及 的かつ総合的に再開発を促進し，健全な土地の高度利用を図るべき地区とされてい

び る。

開 そこで本計画では，当地区の円滑な土地利用転換及び市街地環境の整備を推進する

発 ため，道路，広場等の公共施設整備を行うとともに，地下鉄駅周辺にふさわしい商業

に 業務機能，公共的機能，教育機能の導入や，これらと調和した居住機能の充実によ

関 り，快適な高度利用市街地の形成を図ることを目標とする。

す

る 土地利用に 地下鉄駅周辺に必要な商業業務機能，公共的機能，居住機能，教育機能などの複合

方 関する基本 的な土地利用を促進し，良好な市街地環境を備えた高度利用市街地とするよう，以下

針 方針 のように定める。

１ 豊かなオープンスペースを備えた都市型集合住宅の導入を図る。

２ 地下鉄駅周辺にふさわしいアミューズメント機能や宿泊機能を併せもった商業業

務機能，学園前にふさわしい公共的機能や教育機能の導入，さらにコミュニティの

維持と再開発事業推進のための既存業務機能の継続を図り，良好な複合的都市空間

の形成をすすめる。

都市基盤施 土地利用転換にあたり良好な街区の形成を図るため，地区内外の車・歩行者動線を

設等の整備 考慮した公共的基盤を適切に配置していくよう，以下のように定める。

の方針 １ 地区の南側部分には，周辺居住者の利便を図るとともに，土地の有効利用が図ら

れるよう，都市計画道路「平岸通」と市道「平岸街道線」を結んで，ゆとりある歩

道をもった道路を整備する。

２ 市道「平岸街道線」「豊平５条線」「豊平６丁目線」は歩行者空間のゆとりを

創出するよう，歩道の拡幅整備を行う。

３ 地下鉄利用者などの歩行者動線の充実のために，歩行者専用道路を適切に配置す

るとともに，地下鉄出入口部分には広場を整備する。

４ 居住機能等への環境に配慮し，緩衝植樹帯を適切に配置する。

５ うるおいのある公共的空間を創出するため，集合住宅地区に広場を整備する。
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区 建築物等の 再開発地区計画の目標及び土地利用の方針に基づき，良好な市街地環境の整備を図

域 整備の方針 るため，以下のように定める。

の １ 建築物の共同化を促進するとともに，まとまりのある有効空地を確保し，健全な

整 高度利用を図る。

備 ２ 道路等からの適切な壁面後退を行い，歩行者空間のうるおいを創出するととも

及 に，各機能の相互環境に配慮した建物配置を行う。

び ３ 建築物の外観及び色彩は，良好な景観形成に資するため，落ち着きのある色調に

開 するなど，周辺環境に配慮したものとする。

発 ４ 適切な規模の駐車場及び駐輪場の整備を図る。

に

関

す

る

方

針

主要な公共施設 道路 幅員 13ｍ 延長 約 135ｍ

の配置及び規模 歩道 １号 幅員 ５ｍ 延長 約 170ｍ

歩道 ２号 幅員 ５ｍ 延長 約 105ｍ

歩道 ３号 幅員 ０ｍ 延長 約 125ｍ

歩行者専用道路 １号 幅員 ６ｍ 延長 約 45ｍ

歩行者専用道路 ２号 幅員 ６ｍ 延長 約 80ｍ

歩行者専用道路 ３号 幅員 ６ｍ 延長 約 100ｍ

広場 １号 面積 約 2,300㎡

広場 ３号 面積 約 400㎡

（配置は計画図表示のとおり）
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２ 再開発地区整備計画

位 置 札幌市豊平区豊平６条６丁目の一部

区 域 計画図表示のとおり

面 積 約 ３．０ ha

地区施設の配置及 植樹帯 １号 幅員 ４ｍ 延長 約 45ｍ

び規模 植樹帯 ２号 幅員 ４ｍ 延長 約 85ｍ

植樹帯 ３号 幅員 ３ｍ 延長 約 75ｍ

植樹帯 ４号 幅員 ３ｍ 延長 約 105ｍ

植樹帯 ５号 幅員 ３ｍ 延長 約 60ｍ

広場 ２号 面積 約 600㎡

（配置は計画図表示のとおり）

建 地区 名 称 商 業 業 務 Ａ 地 区 商 業 業 務 Ｂ 地 区 集 合 住 宅 地 区 複 合 住 宅 地 区 教 育 研 究 地 区

築 の

物 区分 面 積 約 ０．３ ha 約 ０．７ ha 約 ０．６ ha 約 ０．５ ha 約 ０．９ ha

等

に 建築物の用途 １階又は２階の部分を住宅，共同住宅の住戸若しくは住室，寄宿舎 建築基準法別表第２（に）項に 建築基準法別表第２（に）項に

関 の制限 の寝室又は下宿の宿泊室の用途に供する建築物は，建築してはならな 掲げる建築物（建築物に附属する 掲げる建築物（建築物に附属する

す い。 自動車車庫を除く｡)は，建築して 自動車車庫を除く｡)は，建築して

る はならない。 はならない。

事

項 建築物の延べ

面積の敷地面 １０分の３５ １０分の３０

積に対する割

合の最高限度

延べ面積の 建築基準法施行令第２条第１項第４号ただし書及び第３項の規定を準用する。

算定方法

建築物の延べ

面積の敷地面 １０分の１０

積に対する割

合の最低限度
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建 商 業 業 務 Ａ 地 区 商 業 業 務 Ｂ 地 区 集 合 住 宅 地 区 複 合 住 宅 地 区 教 育 研 究 地 区

築

物 建築物の建築

等 面積の敷地面 １０分の６

に 積に対する割

関 合の最高限度

す

る 建築物の敷地

事 面積の最低限 ５００㎡ １, ０００㎡

項 度

建築物の建築

面積の最低限 ２００㎡

度 ただし，附属建築物については，適用しない。

建築物の壁面 主要な公共施設の境界線（隅切部分及び歩行者専用道路１号の境界線の部分を除く｡)から建築物の外壁 １ 主要な公共施設の境界線から 主要な公共施設の境界線（隅切

の位置の制限 又はこれに代わる柱の面までの距離の最低限度は３ｍとする。 建築物の外壁又はこれに代わる 部分を除く。）から建築物の外壁

柱（以下「外壁等」という。） 又はこれに代わる柱の面までの距

の面までの距離の最低限度は 離の最低限度は３ｍとする。

３ｍとする。

２ 植樹帯２号の境界線から外壁

等の面までの距離の最低限度は

４ｍとする。

建築物等の形 建築物の屋根は，落雪及びたい雪に必要な空地を有する場合を除き，道路，主要な公共施設及び地区施設側に傾斜する形態としてはならない。

態又は意匠の

制限

備 考 建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合の最低限度，建築物の敷地面積の最低限度，建築物の建築面積の最低限度及び建築物の壁面の位置の制限については，建築基準法第

59条第１項第１号及び第２号の一に該当する建築物については，適用しない。

用語の定義及び面積，高さ等の算定方法については，特別に定めるものを除き，建築基準法及び同法施行令の例による。

理 由

第１種市街地再開発事業の進展により土地利用計画が具体化した区域に，主要な公共施設及び再開発地区整備計画を定めるため，再開発地区計画を変更するものである。
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